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１．当行の地方創生推進に向けた取組み ～（１）地方創生に向けた推進体制～

４つの重点推進項目

①創業・新規事業支援

地元企業の成長支援
ビジネスマッチング・販路開拓
産学連携支援
ＩＰＯ支援
補助金等活用支援
人材紹介

創業・新規事業支援
資金供給支援
起業家イベント開催・協力
七十七ニュービジネス助成金

地域開発プロジェクトへの参画
官民連携事業の促進
外部機関との連携支援

観光産業の事業化・成長支援
インバウンド推進支援
観光客受入体制整備支援

震
災
復
興
支
援
の
継
続
・
強
化

【行政・大学・支援機関等】

大学（東北大学・宮城大学 等）

東京証券取引所
行政（国・地方公共団体）

農林水産

ものづくり

医療・福祉

サービス

観光

資金ニーズ

経営課題

出資・融資事業性評価・コンサルティング

地域課題

社会課題

ＭＡＰＰ

戦略策定
解決策提供

地方創生担当・地公体取引支店長

官民連携
の橋渡し

七十七グループ

【地域の産業・企業】

マ ッ プ

政府系金融機関 外部支援機関

②地域中核企業支援・育成

③まちづくり事業の促進

④観光振興支援等
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１．当行の地方創生推進に向けた取組み ～（２）地方公共団体との取組み～

●包括連携協定締結による連携の強化（36団体）
当行は、これまで36の地方公共団体と「地方創生に向けた包括連携

協定」を締結しています。2020年は新たに13団体と協定を締結し、
地方公共団体との連携体制をさらに強化しました。今後も協定に基
づく官民連携の取組みを進め、地域の活性化に取り組んでいきます。

七十七リサーチ＆コンサルティング
株式会社による受託調査等

七十七グループの「七十七リサーチ＆コンサルティング株式会社」では、
地方公共団体等のご要望に応じて調査研究や事務局支援等を行っています。

□経済構造・経済波及効果分析

□人口・地域社会動向調査

□地域構想・総合計画策定支援

□DMO設立等観光振興支援

□PPP／PFIコーディネート

調査研究 事務局支援

・

課題の共有と伴走支援を強化中！ＭＥＮＵ

新規締結

宮城県および宮城県内市町村３６団体のうち、地方版総合戦略を策
定するために設置された３３の総合戦略推進組織等において、２８の
組織に参画しました。総合戦略実行支援による地域経済活性化に向け、
地方公共団体と緊密に連携しながら取り組んでいます。

地方公共団体が総合戦略に掲げるＫＰＩ（重要業績評価指数）の達
成に向けた事業推進への支援に取り組んでいます。

１．地方版総合戦略推進組織等への参画

２．地方版総合戦略におけるＫＰＩの達成支援

地方公共団体の事務のデジタル化に向け、七十七グループのネット
ワークを活用し取り組んでいます。

３．行政のデジタル化に向けた支援

©2013大崎市#406

これまでの主な受託実績（取組中のものを含みます。）
・仙台市地下鉄沿線まちづくり現状分析・効果検証業務
・宮城県特定複合観光施設導入可能性調査業務
・富谷市第２次人口ビジョンおよび地方創生総合戦略策定支援業務
・角田市第６次長期総合計画策定支援業務
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１．当行の地方創生推進に向けた取組み ～（３）まちづくり事業の促進～

【スポパーク松森】 【仙台国際空港】

七十七リサーチ＆コンサルティング株式会社と連携したＰＰＰ/ＰＦＩ事業への支援
〇行政部門と民間部門という２つの側面から、民間事業者の皆様やグループ会社と連携し、幅広い事業領域をカバーします。

２．官民連携事業（ＰＰＰ／ＰＦＩ）の促進
当行が事務局を務めるＭＡＰＰを通じ、指定管理者制度や包括的民間

委託等のＰＰＰや公共施設等の設計、建設、維持管理および運営に民間
のノウハウを活用するＰＦＩを推進しています。

１．地域開発プロジェクトへの参画
次世代放射光施設の整備や大型再開発事業等の地域開発プロジェクトに

参画しています。

３．外部機関との連携支援（ＭＡＰＰ）
ＭＡＰＰのサポートメンバーである日本政策投資銀行、シンクタンクお

よび大学等のノウハウとネットワークを融合させ、付加価値の高いサービ
スの提供に取り組んでいます。

ＭＥＮＵ 現在も多数案件進捗中！！

【次世代放射光施設（イメージ）】

画像出所：一般財団法人光科学イノベーションセンター

【せんだい都心再構築プロジェクト（イメージ）】

画像出所：仙台市ホームページ

・ＰＰＰ／ＰＦＩに係る情報提供

・施設立地の検討
・利用者需要予測
・施設基本設計

・事業方式検討
・事業スキーム検討
・財務シミュレーション

・資金調達支援
七十七銀行

七十七Ｒ＆Ｃ

民間部門 事業環境調査・参入検討

行政部門 １．基本計画策定 ２．実施手法検討 ３．事業者選定

提案資料作成支援

４．施工管理 ５．モニタリング

計画策定支援 経営支援

・事業者選定支援
・契約締結支援

・コンソーシアム組成支援 ・経営モニタリング

・中期経営計画策定
・ＫＰＩの再設定
・営業戦略の再構築

・コンストラクション
マネジメント

マ ッ プ



２．ＭＡＰＰの取組み ～（１）プラットフォーム形成の背景・意義・目的～

目 的

地域プラットフォーム（※）の活動を通じて、参画地公体による具体の案件形成および
効果的な広域連携の促進を目指す
※地域の企業、金融機関、地方公共団体等が集まり、官民連携事業のノウハウ習得と案件
形成能力の向上を図り、具体の案件形成を目指した取組み

意 義

地方公共団体等の厳しい財政状況

公共施設等の効率的且つ効果的な
整備・維持・更新が必要

官民連携の促進

様々な課題認識

まちづくりに係る課
題解決に向けて、プ
ラットフォームを形
成し、官民連携の促
進を図る

普 及 啓 発 機 能
（導入メリット等の理解促進）

【 「みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム」が有する６つの機能 】

み や ぎ 広 域 Ｐ Ｐ Ｐ プ ラ ッ ト フ ォ ー ム（通称：ＭＡＰＰ）

名 称

人 材 育 成 機 能
（官民双方のノウハウ習得）

交 流 機 能
（様々なネットワーク構築）

情 報 発 信 機 能
（公有財産リスト等の発信）

官 民 対 話 機 能
（アイデア、提案の募集）

実 行 支 援 機 能
（調査業務等による個別支援）

Copyright（C）77bank,Ltd. All Rights Reserved
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●「みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム（通称：ＭＡＰＰ）の形成（2020年1月31日設立）

七十七リサーチ＆コンサルティング 等

七十七銀行
事務局：地域開発部

みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム

【 コアメンバー 】

日本政策投資銀行

東北支店 地域企画部

ＮＰＯ法人等
とうほくＰＰＰ/ＰＦＩ協会等

東北大学、宮城大学等

普及啓発機能

人材育成機能

交 流 機 能

不動産 建 設

商 社 リース

情報発信機能

官民対話機能

地方公共団体

シンクタンク

案件毎に個別に
サウンディング

【 サポートメンバー 】
連携協定締結金融機関および大学等

「地方創生に向けた包括連携協定」等締結先

2020年10月3１日現在：3７団体
マッチングイベント等を皮切りに

2020年1月以降、新たに13団体が参画

実行支援機能

ＩＴサービス コンサルティング

など

通 信 メディア

【 民間事業者 】

写真は直近で締結した３町（左から大郷町、色麻町、七ヶ宿町）

２．ＭＡＰＰの取組み ～（２）形成イメージ～
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Step１（醸成期） Step２（実働期） Step３(展開期)項 目

年 度 1年度目 1～2年度目 2･3～年度目以降

活動目標 地域の実態把握と関係者の理解醸成 地域の実態に応じた官民連携の推進と定着 PPPの積極的な展開

項 目 機 能 活動内容 機 能 活動内容 活動目標

目
標
達
成
の
た
め
の
課
題

1.PPP/PFI

手法等の
普及啓発

普及啓発 ･政府方針、PFI動向の情報発信

･検討ﾌﾟﾛｾｽや特徴の解説

･先進事例の研究

普及啓発 ･政府の取組等PPP/PFIにかかる最新

情報の紹介

･先進事例の研究

･目標の見直し

･活動内容の再構築

･運営体制の再確認

情報発信 ･地公体から取組状況や課題説明 人材育成 ･職員等を対象としたPPP/PFIの必要性
や検討ﾌﾟﾛｾｽ等の研修

交 流 ･現状と課題に対する意見交換

2.地域の企
業の参画
意欲醸成
と競争力
強化

普及啓発 ･地域企業の体験談の紹介

･地域企業との連携の解説

･地域企業参画事例の研究

交 流 ･参加者名簿の作成

･プラットフォームの活動にかかる対外
公表

交 流 ･名刺交換会

･交流会

人材育成 ･実施方針等公表資料の読み方、SPCの
組成、資金調達方法等にかかる勉強会

3.官民連携
事業形成

普及啓発 ･民間提案制度の検討 情報発信 ･個別事業の概要等の説明

官民対話 ･ﾘｽﾄに盛込む情報に関する研究 官民対話 ･公共施設等総合管理計画の個別施設計
画をもとにPPP/PFI導入可能性に官民
で対話情報発信 ･候補事業の情報提供

官民対話 ･公共施設等総合管理計画等に

基づき導入可能性を官民で対話

普及啓発 ･事例研究等分野別の導入研究

･上記分野に参画した事業者の体験談

7

２．ＭＡＰＰの取組み ～（３）活動計画・内容 ①当初の活動計画～



【ＭＡＰＰ地域経済回復プロジェクト】
・官民連携による地域経済活動の回復支援：
①新規販売チャネル・プロモート支援、②地公体連携プロモーション、③オンライン商談 等

・感染拡大防止策への取組支援：
①公共施設等の安心・安全確保支援、②官民双方のリモート化支援、③自動車税等の電子収納推進 等

⇒国の緊急経済対策の「V字回復フェーズ」を捉えた官民連携による消費・投資喚起の促進

「V字回復フェーズ」における当行の対応【MAPP】

Copyright（C）77bank,Ltd. All Rights Reserved

国の緊急経済対策 ※2020年4月7日閣議決定（同年4月20日付で変更の閣議決定）

【緊急支援フェーズ】 【V字回復フェーズ】段 階

内 容 事態の早期収束に強力に取り組み
雇用と事業と生活を守り抜く段階

消費の喚起と投資の喚起の両面から
反転攻勢策を講じる段階

取組施策

Ⅰ.感染拡大防止策と医療提供体制の整備
および治療薬の開発

Ⅲ.次の段階としての官民を挙げた経済活動
の回復

①マスク・消毒液等の確保、➁検査体制の強化と感染
の早期発見、③医療提供体制の強化、
④治療薬・ワクチンの開発加速 等

①観光・運輸業、飲食業、イベント・エンターテイメ
ント事業等に対する支援、②地域経済の活性化

Ⅱ.雇用の維持と事業の継続 Ⅳ.強靭な経済構造の構築

①雇用の維持、②資金繰り対策、③事業継続に困って
いる中小・小規模事業者等への支援、
④生活に困っている世帯や個人への支援、⑤税制措置

①サプライチェーン改革、②海外展開企業の事業の円
滑化、農林水産物・食品の輸出力の維持・強化および
国内供給力の強化支援、③リモート化等によるデジタ
ル・トランスフォーメーションの加速、④公共投資早
期執行等

Ⅴ.今後への備え：新たな予備費の創設

・内外経済に甚大な影
響、世界経済は戦後
最大の危機に直面

・国内経済は大幅に下
押し、国難とも言う
べき厳しい状況

経済の現状認識

新型コロナウイルス
感染症の感染拡大

緊急経済対策

①金融支援（融資相談窓口の設置（窓口・電話）、「新型コロナ緊急支援チーム」の設置、新型コロナウイル
ス緊急融資、融資条件変更手数料の免除、実質無利子・無担保融資（宮城県制度）、WEB完結型ローン等）、
②各種サービス（インターネットバンキング・アプリ、Eメールによる事業者向け融資相談、電子収納の利用
促進等）、③その他（助成金・補助金等支援施策の非対面による情報提供、給付金振込の円滑な処理等）

「緊急支援フェーズ」における当行の対応

国の経済対策のすべて
の事項についての対応
として、地方公共団体
が地域の実情に応じて
きめ細やかに必要な事
業を実施できるよう、
国が本交付金を創設し、
各地公体が感染拡大の
防止や経済活動の回復
等の独自支援策を展開

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応
地方創生臨時交付金

(１兆円の新設交付金)

8

２．ＭＡＰＰの取組み ～(３)活動計画・内容 ②新型コロナウイルスの影響により計画を軌道修正～
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２．ＭＡＰＰの取組み ～（３）活動計画・内容 ③２０２０年度上半期の取組み～

②食材王国みやぎビジネス商談会
オンライン商談会の開催

１６回目の開催となる２０２０年度の「食材王国みやぎビジネス商談会」 は、
新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から「非接触型」で開催し、一部の商
談は当行のテレビ会議システムを活用したオンライン形式で実施しました。当日
は納入業者３８社、仕入業者３５社が参加し、２１１件の商談が行われました。
なお、この商談会は、MAPPのコアメンバーである宮城県と連携し、「MAPP地

域経済回復プロジェクト」の一環として実施しました。

①＜アフターコロナ＞ Ｗｉｔｈコロナでの新たな取組強化！

官民連携オンライン説明会 ～業務効率化編～の開催

①預貯金照会ソリューション
（税金滞納者の口座照会負担軽減）

当行では、政府が掲げる新型コロナウイルス感染症収束後のニューノーマル（新
常態）に向けて、地域課題解決に資するソリューションを提供可能な民間事業者と
連携し、当行のテレビ会議システムを活用したオンライン説明会を実施しました。
当日は県内外の地方公共団体３７団体、約９０名の方に参加いただきました。

〇新型コロナウイルス感染症収束後のニューノーマル
（新常態）に備えた庁舎内体制整備が必要

〇テレワークやＲＰＡ導入等、「働き方改革」の推進

【２０２０年７月１６日 オンライン説明会の様子】

営業店での

アフターフォロー成約

２０２０年4月に開設したオンラインショップに掲

載する商品を求めていたアイベックスエアラインズ株

式会社と宮城県内地場企業である株式会社ささ圭との

マッチングが成立し、アイベックスエアラインズ公式

オンラインショップに掲載されました。

（画像元：アイベックスエアラインズ公式オンライン

ショップより）

希望する企業との
個別面談を実施

オンライン商談の様子 当行テレビ会議システムを活用したオンライン商談会

×

〇政府では、行政サービスを含む

デジタル化の推進を一つの柱と

しており、今後も電子化スキー

ムの導入が想定されます。

〇今後もネットワークを駆使し

様々なソリューションを提供し

ていきます。

事前のヒアリングにおける現状の課題として．．．

③テレワーク体制の
構築に向けたPDCA

④ＲＰＡ導入による生産性向上

②Ｗｅｂ口振受付サービス
（スマートフォンで口座振替手続）

リクエストの多かった4つの項目に対する
ソリューションを提供可能な民間企業を紹介

〇非対面 〇キャッシュレス 〇ペーパーレス
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２．ＭＡＰＰの取組み ～（３）活動計画・内容 ④２０２０年度下半期の活動予定～

【第２部】情報交換会

民間企業のノウハウ等を活用し、
地域課題を解決

地域課題を抱える

地方公共団体

地域に貢献したい

民間企業

【第１部】地方公共団体プレゼンテーション

◆他地域の先進事例・成功事例等の
情報収集

◆地域の課題・ニーズへの対応

◆複数の地公体が一堂に会する機会
◆地域課題・行政ニーズのヒアリング
◆自社ソリューションの紹介
◆銀行と連携した地域貢献

地方公共団体より民間企業に対し、
地方創生の取組み、地域課題等を説明

地域課題等を踏まえ、民間企業から
地方公共団体へ事業提案を実施

官民連携による地方創生に向けた取組みを強化するため、当行と包括連携協定を締結している地方公共団体と
民間企業との情報交換会「＜七十七＞地方創生マッチングイベント」を開催しました。（開催日:2019年8月29日）
当日は地方創生担当である取引店の支店長が各地方公共団体のブースに同席し、マッチングをサポートしました。
イベント後も課題解決に向けた伴走支援に取り組んでいます。

「＜七十七＞地方創生マッチングイベント」

－第１ステップ－

課題抽出

（事前ヒアリング等）

－第２ステップ－

民間企業に参加要請

（ex.業務効率化→IＴ業者）

－第３ステップ－

イベント開催・運営

（2019年8月29日）

－第４ステップ－

交渉をフォロー

（支店長と本部で協働）

当行の

取組内容

令和元年度地方創生に資する金融機関等の『特徴的な取組事例』として地方創生担当大臣より表彰

令 和
初受賞！

＜参加した民間企業が提供するソリューション＞
➢起業家育成支援 ➢空き家バンク整備、活用支援
➢ＩＴベンチャー企業誘致支援 ➢地域電力導入支援
➢シティプロモーション支援 ➢定住促進住宅整備支援
➢観光客誘致事業支援 ➢スポーツ施設管理業務支援
➢電子地域通貨導入支援 ➢農業、水産ＩＣＴ化支援
➢公共施設マネジメント、利活用支援 ➢婚活支援
➢庁舎内業務効率化支援 ➢公立病院経営改善支援 等

【参加目的】 【参加目的】
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住 民 企 業地方創生に向けた４つの重点推進項目

創業・新規
事業支援

地域中核
企業支援

まちづくり
事業の促進

観光振興
支援等

・金融商品
・サービス
・各種相談

課題解決

・事業性評価
・金融支援
・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
・人材紹介

【地 方 創 生】

地 域 経 済 の

持 続 的 成 長
○産業育成・支援 ○地域の面的再生
○雇用創出 ○まちづくり
○事業承継 ○生活の質の向上など

人口減少

地域における様々な課題

地域の課題解決

少子高齢化

七十七グループによる
各種ソリューション

地 方 公 共 団 体

課題の掘り起こし
MAPPの取組を通じた

課題解決機会の提供

官民連携による「地域経済エコシステム※」の構築
※地域において、企業、金融機関、地方公共団体、政府機関等の各主体が、それぞれの役割を果たしつつ、相互補完関係を
構築するとともに、地域外の経済主体等とも密接な関係を持ち、多面的に連携・共創していく関係

地域を最もよく知る地公体とともに、

より一層連携を強化し地方創生を推進

七十七銀行

３．ＭＡＰＰの取組みを通じた今後の将来イメージ
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３．ＭＡＰＰの取組みを通じた今後の将来イメージ

民間事業者

ＭＡＰＰ

七
十
七
銀
行

77リース

シンクタンク ＮＰＯ法人

外部機関大学

サポートメンバー

地方公共団体

まちづくりに向けた地域課題

公共施設の利活用
（廃校活用・道の駅整備等）

雇用創出・働き方改革

（→移住・定住）

空き家対策

都市開発・市街地活性化

など

77カード

77R&C

設備投資サポート
割賦販売・オートリース

キャッシュレス推進

コンサルティング
計画策定 他

✓事業機会・収益増加
✓安定的な収益確保

✓行政コスト縮減
✓生産性向上

✓サービス・利便性向上

✓ビジネス創出
✓顧客基盤拡大

✓社会課題の解決
✓研究テーマの創出

写真出所：当社提供

ボトルネックを解消し「心から住みたい。」と思えるまちづくりを！！

関係者All-Win

地域住民 不動産 建 設

商 社

ITサービス

通 信

リース

コンサルティング

メディア など



ご清聴ありがとうございました。

＜お問い合わせ＞

株式会社七十七銀行 地域開発部地域開発課（MAPP事務局）

TEL ０２２－２１１－９８０４ Email：77mapp@77bank.co.jp

当行の地方創生に関する取り組みの詳しい内容につきましては、

ホームページの「地域と創る。～地方創生に向けて～」をご覧ください。

ホームページ・地方創生取組ページ・アドレス

https://www.77bank.co.jp/77bank/chihousousei/index.html


